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１ 

Ⅰ 基本方針 

須賀川市教育委員会は、「須賀川市教育振興基本計画」及び「須賀川市子ども・子育て支援事業計画

（第２期）」に基づいて、幼児教育や学校教育を通して「郷土に誇りを持ち、心豊かで生き生きと輝く人

づくり」に取り組むとともに、子育てしやすい環境をつくるため、保育サービス等の子育て支援を充実さ

せ、「ともに育て支えあい 子どもが夢を描けるまち すかがわ」を目指します。 

子どもは、いつの時代も社会の希望であるとともに、未来を創る力であり、安心して産み育てることが

できる社会の実現が求められています。 

すべての子どもをかけがえのない個性ある存在として認め、心身ともにすくすく育ち、子どもと子育て

家庭が地域社会とつながって、協働して子育てを行うことができる環境づくりに努めます。 

また、人は成長の過程で、家庭や地域等、様々な関係の中で学び育まれるため、日常生活を通した教育

が最も重要です。家庭の愛情に包まれて育ち、地域で多くの人と関わって生活することで、感謝の気持ち

や郷土に対する理解や愛着を育み、健やかで豊かな人間性を身につけられるよう努めます。 

学校教育においては、一人一人の可能性を伸ばし、確かな学力、生命や人権を尊重する心、広い視野と

柔軟な思考力、自立心や自己制御力等、子どもたちの生きぬく力を培って、家庭や地域と連携しながら、

安全で安心できる教育環境づくりに努めます。 

今年度は、第Ⅱ期「小中一貫教育」須賀川モデル推進の４年目となり、中学校区ごとのグランドデザイ

ンに基づいた教育活動を引き続き支援するとともに、計画的な教員交流を実施します。 

また、地域学校運営協議会を適切に運営するとともに、地域の有能な人材を学校教育に生かすなど、学

校、家庭及び地域との連携・協働による小中一貫教育の拡充に努めます。 

併せて、施設の適切な維持・管理を行うとともに、施設の長寿命改修を進め、安全・安心で快適な教育

施設の整備に努めます。 

子育て支援については、これまで保育所等の待機児童の解消策として、保育の受け皿となる施設の整備

とともに、処遇改善による公立保育所の保育士確保等に取り組んでまいりました。私立保育施設について

も、市内の民間保育所等に就職した新卒保育士又は潜在保育士に対し、市独自の一時金を交付するなど、

今後も保育士の確保に努めてまいります。また、放課後児童クラブについては、既存施設の効率的な活用

を推進するなどして待機児童の解消策に努めます。 

これらの教育行政及び子ども・子育て支援に関する施策については、総合教育会議において協議・調整

し、実効性のあるものとして取り組みます。 

  



 

２ 

Ⅱ 重 点 施 策 （５分野１５施策） 

 

１ 安心できる子育て環境をつくる 

(１) 子育てしやすい環境づくりの推進 【こども課】 

安心して子育てできる環境をつくるため、子育て家庭の経済的負担を軽減し、子育てに関する

情報の提供、保育所施設の整備等により、教育・保育環境を充実する。 

(２) 家庭・地域における子育て支援の推進 【こども課】 

すべての子どもと子育て家庭を支援するため、国の施策や、３年目となる「子ども・子育て支

援事業計画（第２期）」に併せて、地域での様々な子育て支援サービスを充実する。 

(３) 子どものための保育サービスの推進 【こども課】 

利用者の実態と意向を踏まえ、保育サービスの量的・質的拡充に向けて、子ども・子育て支援事

業となるサービス等の提供体制の充実に努めるとともに、保育所入所待機児童対策に取り組む。 

２ 変化の大きい社会に的確に対応できる「生きぬく力」を育む 

(１) 確かな学力の育成 【学校教育課・こども課】 

次代を担う子どもたちが、変化の激しい社会の変化に的確に対応して、自己実現を図り続ける

ために必要とされる「生きぬく力」の育成を目指し、子ども一人一人が自分のよさを見つけ、豊

かな個性を育み、一層の資質・能力が向上するよう、確かな学力を育む学校教育の改善・充実に

努める。 

(２) 心の教育の推進 【学校教育課・教育総務課】 

子どもたちの豊かな人間性や社会性の育成に向け、ふるさと教育の推進、道徳教育の充実及び

読書活動の推進等により、豊かな心を育む学校教育を推進する。特に読書活動の重要性を各学校

段階で再認識し、読書の習慣化が図れるよう努める。 

(３) 健康増進と体力向上の推進 【学校教育課】 

心身ともに健康な生活を送るため、児童生徒の望ましい食習慣の形成、体力と運動能力を向上

させ、健やかな体を育む学校教育を推進する。 

 



 

３ 

 

(４) 開かれた学校づくりの推進 【学校教育課】 

開かれた学校づくりを一層推進し、学校、家庭や地域社会との連携・協力のもとで教育活動を

充実するとともに、市民ニーズや地域住民の要請に応えられる学校運営に努める。 

(５) 特別支援教育の充実 【学校教育課・こども課】 

特別な支援を要する児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援し、地域でと

もに学びともに生きる教育を推進するため、一人一人のニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を克服又は改善できるよう、適切な指導や必要な支援に努める。 

(６) 教育環境の計画的整備の推進 【学校教育課・教育総務課】 

学校の教育機能が十分発揮できるよう施設の適切な維持・管理に努め、改築・改修を行う際に

は、防災拠点としての機能を強化するとともに、地域における学校安全支援体制の強化、通学路

の安全点検、不審者等による被害防止、交通事故や学校等事故の防止等、ハード・ソフト両面か

らの安全・安心対策を強化する。 

(７) 就学が困難な児童生徒の経済的な支援 【教育総務課・学校教育課】 

家庭の経済的理由により就学が困難な小・中・義務教育学校に在籍する児童生徒を支援する。 

また、経済的理由により就学が困難な大学等への進学者に対して奨学資金を給与し、教育の機

会均等を確保する。 

３ 子どもの人権の尊重と安全・安心を守る 

(１) 子どもの人権の尊重 【こども課】 

「人権教育・啓発推進法」（平成１２年法律第１４７号）を総合的かつ計画的に推進するため

「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、相談や保護による支援を継続して取り組む。 

(２) 児童虐待防止・要保護児童対策の推進 【こども課】 

児童虐待防止に関する市民の意識の向上を図り、地域、各関係機関と連携して、虐待の早期発

見、迅速な対応ができるよう取り組む。また、多様化するケースに早期に、適切に対応するた

め、関係機関と危機意識の共有と役割を認識する必要があることから、要保護児童対策地域協議

会と、児童虐待防止相談室を強化・充実する。 

 



 

４ 

  

４ 安全・安心な教育環境をつくる 

(１) 教育環境の確保 【学校教育課・こども課】 

災害時における対応能力を高め、被害を最小限とするため、児童生徒への防災教育と教職員の

減災に対する意識を向上させるとともに、適切な安全管理等により緊急時における児童生徒の安

全な教育環境の確保に努める。 

児童生徒に安全・安心な食材を提供する体制の整備に努める。 

５ 教育行政推進体制の充実 

(１) 教育委員会活動の充実 【教育総務課・学校教育課・こども課】 

教育委員会には、責任体制の明確化や体制の充実等、教育における地域主権の推進が求められ

ている。 

このため、教育委員会会議を充実するとともに、教育委員が学校訪問や各種会議等に積極的に

参加して、現場の実情把握に努め、それぞれの識見を発揮しながら、教育行政及び子育て支援対

策を推進する。 

(２) 開かれた教育行政及び子育て支援の推進 【教育総務課・学校教育課・こども課】 

市民の教育及び子育てに対する信頼と期待に応え、適正な教育行政の執行及び子育て支援に取

り組むとともに、市民への情報公開と開かれた教育行政及び子育て支援を推進するため、教育委

員会活動を充実し、市民の意見を取り入れながら地域に開かれた魅力ある教育行政及び子育て支

援を推進する。 
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Ⅲ 重点施策の方針及び具現化する事業 

１ 安心できる子育て環境をつくる 

(１) 子育てしやすい環境づくりの推進 【こども課】 

安心して子育てできる環境をつくるため、子育て家庭の経済的負担を軽減し、子育てに関する情

報の提供、保育所施設の整備等により、教育・保育環境を充実する。 

ア すくすく赤ちゃん応援事業 

０歳児の養育者に対し、おむつ、粉ミルク等育児関連用品の購入に利用できる「すくすく赤

ちゃん応援券」を支給し、子どもの出生を祝うとともに健やかな成長を応援する。 

イ 子育て世代包括支援事業 

子育て世代包括支援センター（すかがわ子育て応援「てくてく」）を設置し、子育て支援専門

員の配置により、妊娠期から子育て期まで切れ目のない相談支援を行う。 

ウ 子育てしやすいまちづくりの啓発 

市ホームページ、広報紙、パンフレット等により子育て支援に関する情報を発信するとともに、

子育て支援アプリ「すかがわ『てくてく』」の活用により、子育て家庭が情報収集しやすい環境

を整備するなど、広報・啓発活動を推進して、子育てに対する不安解消に努める。 

エ 幼児期の教育・保育環境の整備 

就学前児童人口、保育需要等を見極め、公共施設等個別施設計画を踏まえ、老朽化した施設の

改修や、新たな施設の整備及び既存施設の効率的な活用を推進するとともに、私立保育所の新増

築を支援し、待機児童の解消に努める。 

オ 保育所等人材確保支援補助事業 

保育士の確保による保育の質の向上及び待機児童の解消のため、市内の私立認可保育施設等に

就職する新卒又は１年以上離職していた潜在保育士に対し、３年間を限度として、年額１０万円

の一時金を支給するとともに、国・県補助金を活用した保育士宿舎借り上げ支援等を実施する。 

カ 放課後児童クラブの整備 

就学児童人口の推移や児童クラブ、子ども教室の利用状況を見極めながら、老朽化した施設の

改修や既存施設の効率的な活用を推進する。 

 

 



 

６ 

キ 保育料等無償化事業 

幼児期の教育・保育と小学校教育を円滑に繋げるため、３、４、５歳児に対し、国の制度によ

る幼児教育・保育の無償化に加え、市単独事業による給食費を無償化を実施し、小学校就学前児

童が等しく幼児教育を受けることができる環境を整備する。 

(２) 家庭・地域における子育て支援の推進 【こども課】 

すべての子どもと子育て家庭を支援するため、国の施策や、３年目となる「子ども・子育て支援

事業計画（第２期）」に併せて、地域での様々な子育て支援サービスを充実する。 

ア 子育て支援センター事業 

子育て支援センターを拠点とし、育児相談や情報提供、子育てサークル活動等を支援する。 

イ 子育てサークル育成支援事業 

子育てに対する不安解消や情報交換の場として、地域で活動する子育てサークル等の相互連携

を支援するとともに、各種子育て支援活動に必要な費用の一部を補助する。 

ウ 家庭訪問型子育て支援委託事業（ホームスタート） 

育児不安等を抱える未就学児を養育する家庭を訪問して、傾聴・協働して育児及び家事等をサ

ポートし、保護者の子育て意欲の向上を図る。 

エ 産前産後家庭支援ヘルパー派遣事業 

妊娠中又は出産後６か月以内で、体調不良等のため家事や育児を行うことが困難で、同居の親

族等から家事や育児の援助を受けることができない者に対してヘルパーを派遣し支援する。 

オ ファミリーサポートセンター事業 

育児の援助を受けたい利用会員に、育児の援助を行える提供会員を紹介し、地域社会全体が支

え合う、安心して子育てできる環境づくりを推進する。 

カ 放課後児童健全育成事業 

各小学校の学区に児童クラブを設置し、保護者が就労等で在宅していない児童に対し、放課後

を安全に過ごせる場所を提供することにより、「遊び」及び「生活」を通して児童の健全育成を

図る。 

キ 放課後子ども教室運営事業 

小学校の余裕スペース等を活用して、放課後に安全・安心に活動できる場所を設け、地域の方

との交流活動等を通して児童の健全育成を図る。 



 

７ 

ク 病児保育事業 

就学前の児童が、病気により保育所、こども園及び幼稚園での集団保育が困難な場合等の保育

の受け皿として、病児保育を実施している私立保育施設への支援と、市独自の整備を推進する。 

また、病気の回復期に、集団保育や家庭保育が困難な児童について、専用の施設で預かりを実

施する病後児保育事業を行う。 

ケ 一時保育事業 

保護者の都合（通院、冠婚葬祭、買い物等）により、保育所、こども園及び幼稚園に入所して

いない児童の一時的な保育が必要となる場合、市民交流センター内のこどもセンターや一部の私

立保育所等で一時保育を行う。 

コ こども園・幼稚園における預かり保育事業 

就業等により、保護者からの保育時間延長のニーズに対応するため、預かり保育を実施する。 

(３) 子どものための保育サービスの推進 【こども課】 

利用者の実態と意向を踏まえ、保育サービスの量的・質的拡充に向けて、子ども・子育て支援事

業となるサービス等の提供体制の充実に努めるとともに、保育所入所待機児童対策に取り組む。 

ア 通常保育事業 

保育施設整備や保育士確保等により、受け入れ児童数を計画的に拡充し、保育の質の確保と待

機児童の解消に努める。 

イ 延長保育事業 

保護者の働き方の多様化に対応するため、１１時間の保育時間を超えて保育を行う 
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２ 変化の大きい社会に的確に対応できる「生きぬく力」を育む 

一人一人の個性が輝き、生きぬく力を育む学校教育を推進するため、「小中一貫教育」須賀川モ

デルを学校教育の最重点施策として位置付け、すべての小・中学校において、中学校区ごとに、教

職員、保護者及び地域住民で、義務教育の９年間で目指す児童生徒像や解決すべき教育課題を共有

し、小中学校がそれぞれの専門性を生かし、一貫した学習・生活の指導を実践する。 

(１) 確かな学力の育成 【学校教育課・こども課】 

次代を担う子どもたちが、変化の激しい社会の変化に的確に対応して、自己実現を図り続けるた

めに必要とされる「生きぬく力」の育成を目指し、子ども一人一人が自分のよさを見つけ、豊かな

個性を育み、一層の資質・能力が向上するよう、確かな学力を育む学校教育の改善・充実に努め

る。 

ア 学力向上の推進 ［学校教育課］ 

(ア) 教育研修センター主催の研修会等により授業の質的改善、指導力の向上に取り組むことによ

り、更なる授業の充実を目指す。 

また、学校教育アドバイザーを配置し、教員が専門職として「子どもの学び」に焦点を当て

ながら、学習指導要領の柱となる「主体的・対話的で深い学び（アクティブラーニング）」の

実現ができるよう支援して、「授業」と「授業研究」を優先した学校づくりを進める。 

(イ) 夢中になって学ぶ子どもの育成を目指した授業の創造と、授業リフレクションが実施できる

よう学校を支援し、子ども一人一人の学びと育ちに責任を持つ教師を育てるため、授業づくり

研修会を充実させ、指導力を向上させる。 

イ 外国語教育の推進 ［学校教育課］ 

国際化等、社会の変化に主体的に対応できるよう、外国語指導助手を有効に活用しながら、英

語によるコミュニケーション能力の向上及び国際理解教育の充実に努める。 

また、中学生を対象に年１回の実用英語技能検定料を補助し、英語力や学ぶ意欲の向上を図る。 

ウ ＩＣＴ教育の推進 ［学校教育課］ 

情報社会に対応し、国が推進する「ＧＩＧＡスクール構想の実現」のために、学校における情

報インフラの整備をはじめ、その利活用を推進するため、情報手段を適切に活用できる能力を高

める。 
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また、情報に対するモラルの育成や活用能力等を養うとともに、新学習指導要領の学習内容に

沿ったＩＣＴ教育を推進する。 

さらに、小学校学習指導要領に加えられた「プログラミング教育」を推進するとともに、デジ

タル教科書等を活用して、児童の学習意欲を高め、理解を深めるなど、分かりやすい授業の実現

に努める。 

エ キャリア教育の推進 ［学校教育課］ 

将来の社会的・職業的自立に向け、基盤となる能力や態度を育てるため、子ども一人一人の意

思決定の場を大切にし、学ぶこと、働くことの意義を理解させるなど、教育活動全体を通して、

正しい勤労観・職業観を育成する。 

また、発達の段階に応じて職業や仕事についての理解と自己の可能性や適性についての理解を

深めることができるよう職場体験を推進する。 

オ 幼小中連携の推進 ［学校教育課］［こども課］ 

小中一貫教育の一層の推進に向けて、学校裁量予算枠を設けて支援するとともに、中学校区訪

問による継続的な指導援助等を行う。 

また、保育所、こども園及び幼稚園に対する研修会や訪問指導を実施し、幼児教育を充実させ

ながら小学校との連携を促進し、小学校入学時に円滑に接続をさせる。 

(２) 心の教育の推進 【学校教育課・教育総務課】 

子どもたちの豊かな人間性や社会性の育成に向け、ふるさと教育の推進、道徳教育の充実及び読

書活動の推進等により、豊かな心を育む学校教育を推進する。特に読書活動の重要性を各学校段階

で再認識し、読書の習慣化が図れるよう努める。 

ア 道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度の育成 ［学校教育課］ 

家庭・地域及び小中学校間で一貫した道徳教育を推進する。 

また、「特別の教科 道徳」や教育活動全体を通して、豊かな心や思いやりの心、道徳的な判

断力、心情、実践意欲と態度を育てることができるよう支援する。 

さらに、須賀川市の先人等を題材とした地域教材により、郷土愛を醸成することができるよう

支援する。 
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イ 心の教室相談員支援事業 ［学校教育課］ 

スクールカウンセラーが配置されていない小学校や、特に必要となった中学校に、児童生徒が

悩みを気軽に話せる「心の教室相談員」を配置し、支援を必要とする児童生徒に対し、より効果

的な支援を行う。 

また、緊急時にスクールカウンセラーを配置し、心のケアを必要とする児童生徒への支援及び

教育相談に対応するとともに、スクールソーシャルワーカーを活用し、学校や家庭、関係機関等

と連携しながら、いじめ、不登校等の悩みや問題を抱えている児童生徒の支援にあたる。 

ウ 不登校児童生徒支援事業 ［学校教育課］ 

不登校児童生徒の集団への適応能力を培い、学校復帰を支援するため、学校や家庭、関係機関

との連携を深めるとともに、適応指導教室「すこやか教室」を運営し、きめ細かい支援を行う。 

また、年２回のＱ－Ｕ心理検査行い、市内小学３年生以上の全児童生徒の学校生活意欲と学級

満足度を把握分析して、子ども一人一人への適切な対応及び学級経営を改善し、いじめや不登校

等、問題行動予防し、対策等を講じる。 

エ いじめ対策事業 ［学校教育課］ 

平成２９年１月の重大事態を教訓とした「須賀川市いじめ防止基本方針」(令和３年２月１日

改正)に基づき、学校、家庭、地域が連携して、いじめの未然防止、積極的認知、組織的対応に

より、子どもをいじめから守る。 

オ 学校図書の充実と読書活動の推進 ［学校教育課］［教育総務課］ 

児童生徒の健やかな成長に資するため、全中学校区に学校司書を配置し、学校図書館の「読書

センター」及び「学習情報センター」としての機能を充実させ、「確かな学力」と「豊かな心」

の育成を図るとともに、児童生徒のストレスの高まりや生徒指導上の諸問題に対応するため「心

の居場所」として活用する。 

また、蔵書等や図書室用新聞等の充実させ、児童生徒の読書習慣の定着に向けた読書活動の推

進と併せて学習教材として活用する。 

カ 小・中学校楽器整備及び音楽等振興事業 ［学校教育課］ 

各学校に配備した楽器の経年劣化や演奏技能の向上等を踏まえ、楽器を補充し、市内小・中学

校の楽器演奏力のレベルアップを目指すとともに、音楽を愛好する心情と音楽に対する感性、豊

かな情操を育てる。また、上位大会出場への支援を行う。 
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キ ふるさと教育の推進 ［学校教育課］ 

小学生用の副読本「いわせ」及び「先人のあしあと」、中学生用の副読本「わたしたちの須賀

川」を幅広く活用するとともに、各校の取り組み状況を把握して、活用事例を提示することで、

郷土への理解や愛着が育まれるよう郷土理解教育を推進する。 

ク 研修バス運行事業 ［教育総務課］ 

児童生徒の校外学習・体験学習や社会教育を充実させるため、研修バス「ぼたん号」、「牡丹エ

ンゼル号」を効率的に運行する。 

(３) 健康増進と体力向上の推進 【学校教育課】 

心身ともに健康な生活を送るため、児童生徒の望ましい食習慣の形成、体力と運動能力を向上さ

せ、健やかな体を育む学校教育を推進する。 

ア 食育の充実 

(ア) 児童生徒が将来にわたって、健康で生き生きとした生活を送り、正しい食事のあり方や望ま

しい食習慣が形成されるよう、教育活動全体を通して食育を充実する。 

(イ) 地元農産物の活用を通して、地域の自然や文化、産業等に対する理解を深めるとともに、

「給食だより」を通して家庭との連携を深め、学校における食育の効果を高める。 

イ 学校給食管理事業 

学校給食に必要な施設・設備について、効率性や衛生・安全性を高めるため改良・改善すると

ともに、給食に関する各種検査及び定期的な施設訪問等を通し、衛生指導や衛生管理を徹底し、

より安全・安心な給食を実施する。 

ウ 学校保健安全の推進 

(ア) 児童生徒及び教職員の健康の保持増進を図るため、新型コロナウイルス感染症対策、結核対

策、健康診断及び環境衛生対策等を実施するとともに、地域の医療機関等と連携し、学校内で

の救急処置、健康相談及び保健指導を適切に行う。 

(イ) 生命を大切にする心や、男女のあり方・生き方の指導を通して、望ましい人間関係を築く能

力を育むとともに、性に関する正しい理解に基づき、正しく判断し行動しようとする態度を育

成する。 

(ウ) 放射線量の定期的な定点観測等により、児童生徒が安心して生活できる環境を確保する。 
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エ 学校体育の推進 

体力・運動能力に関する課題を解決するため、各学校の実態にあった体力づくり推進計画の策

定とその取り組みを支援する。 

小学校体育では、陸上競技交流大会を支援するとともに、水泳指導者研修会を通して、指導力

を向上させ、学校体育を充実する。 

中学校体育では、中学校体育大会上位大会出場への支援を行うとともに、部活動指導員を積極

的に配置する。 

また、「須賀川市部活動の運営方針」に基づく、適正な部活動や特設活動の実施について周知

徹底する。 

(４) 開かれた学校づくりの推進 【学校教育課】 

開かれた学校づくりを一層推進し、学校、家庭や地域社会との連携・協力のもとで教育活動を充

実するとともに、市民ニーズや地域住民の要請に応えられる学校運営に努める。 

ア 学校評議員制度の推進 

開かれた学校づくりをなお一層進めていくため、保護者や地域住民の意向を把握して学校運営

に反映させるとともに、その協力を得て、学校の説明責任を果たしていくために、学校評議員制

度を積極的に活用し、学校、家庭及び地域社会との連携・協力を強化するとともに、地域に根ざ

した、特色のある開かれた学校運営を推進する。 

イ 「まちの先生」活用事業 

各種分野において優れた知識や技術を有する保護者や地域住民をゲストティーチャーや非常勤

講師として招へいし、教育活動を活性化する。 

ウ 教育研修センターの機能充実 

学校教育等の質的向上と発展に寄与するため、教職員の研修と教育に関する専門的・技術的な

情報提供を行うとともに、各校の学力向上及び生徒指導の支援に指導主事を派遣するなど、教育

研修センターの体制を充実させる。 

(５) 特別支援教育の充実 【学校教育課・こども課】 

特別な支援を要する児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援し、地域でとも

に学びともに生きる教育を推進するため、一人一人のニーズを把握し、その持てる力を高め、生活

や学習上の困難を克服又は改善できるよう、適切な指導や必要な支援に努める。 



 

１３ 

ア 特別支援教育支援員配置事業 ［学校教育課］［こども課］ 

特別支援教育コーディネーターを中心とした、園内・校内組織の機能を強化し、幼稚園・こど

も園に１２名、小・中・義務教育学校に５０名の特別支援教育支援員を配置して、個に応じた支

援を充実させるとともに、学校、保護者及び関係機関が連携した早期の就学相談等により、特別

支援教育を充実する。 

イ 特別支援教育の推進 ［学校教育課］ 

「特別支援教育研修会」、「特別支援教育連絡会」を開催し、特別支援教育に対する理解向上と

指導充実するとともに、学校、保護者、関係機関と連携して、望ましい特別支援教育を推進する。 

さらに、障がいのある児童生徒への教育にとどまらず、障がいの有無やその他の個々の違いを

認識しつつ、生き生きと活躍できる学習環境づくりを行う。 

ウ 適正就学対策事業 ［学校教育課］ 

発達検査を速やかに受けることができる体制を整えるため、専門調査員を配置するとともに、

専門機関の協力を得ながら、就学相談を実施するとともに、「教育支援委員会」を開催し、障が

いのある幼児・児童生徒について、種別や程度に応じた就学を支援する。 

(６) 教育環境の計画的整備の推進 【学校教育課・教育総務課】 

学校の教育機能が十分発揮できるよう施設の適切な維持・管理に努め、改築・改修を行う際に

は、防災拠点としての機能を強化するとともに、地域における学校安全支援体制の強化、通学路の

安全点検、不審者等による被害防止、交通事故や学校等事故の防止等、ハード・ソフト両面からの

安全・安心対策を強化する。 

ア 学校安全支援体制の確立 ［学校教育課］ 

(ア) 学校と家庭が連携して通学路の危険箇所を共有し、その情報を踏まえて児童生徒の実態に

あった安全教育を推進する。 

(イ) 学校、警察署、道路管理者、保護者及び地域住民との通学路合同点検を実施し、その結果を

もとに通学路の交通安全の確保に向けて取り組む。 

(ウ) 不審者による事件、事故を未然に防ぐため、子どもを見守る協力団体や市民との連携・連絡

体制を強化する。 

(エ) 新入学児童へ防犯ブザーを貸与し、安全意識を高める。 
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(オ) 不審者等の情報があった場合は、迅速に学校等に情報を提供して警戒を促すとともに、市民

に対しても市ホームページへの掲載、保護者への一斉メールにより情報を提供する。 

イ 防災拠点としての学校機能の充実 ［教育総務課］ 

災害時における子どもの安全・安心を確保するとともに、防災拠点として活用できるよう、学

校施設及び設備を充実する。 

ウ 安全教育の推進 ［学校教育課］ 

学校事故防止はもとより、交通事故や犯罪被害の防止、災害安全等、生活場面全般における安

全確保のため、各教科等の教育課程に安全教育・防災教育を位置付ける。 

また、教職員が自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の操作を習得し、有事の際に迅速かつ適切に対

処できるよう、各学校における定期的な講習会の開催等を支援する。 

エ 学校施設の維持管理・整備事業 ［教育総務課］［学校教育課］ 

児童生徒が安全に学校生活を送れるよう、適切な換気・採光・照明・空調を行い、良好な環境

の維持管理に努める。 

また、教育環境を維持するため、施設及び設備の保守点検業務、修繕工事を行い、防災へ配慮

した整備を進める。 

施設の改修については、各施設の長寿命改修を進めるとともに、学校施設のバリアフリー対策

を実施する。 

オ 学校情報セキュリティ対策の推進 ［学校教育課］ 

学校が保有する情報資産を安全に利活用するため、情報セキュリティポリシーの徹底に努める

とともに、第三者機関による情報セキュリティ監査を実施し、必要に応じて須賀川市立学校情報

セキュリティポリシーの見直しを行う。 

また、学校における情報資産を一元化するため、すべての小・中・義務教育学校に導入した校

務支援システムを適正に運用する。 
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(７) 就学が困難な児童生徒の経済的な支援 【教育総務課・学校教育課】 

家庭の経済的理由により就学が困難な小・中・義務教育学校に在籍する児童生徒を支援する。 

また、経済的理由により就学が困難な大学等への進学者に対して奨学資金を給与し、教育の機会

均等を確保する。 

ア 就学援助事業 ［学校教育課］ 

経済的理由により小・中・義務教育学校への就学が困難な児童生徒の保護者に対して学用品費、

学校給食費等の教育費の一部を支給し、就学を援助する。 

イ 奨学資金の給与事業 ［教育総務課］ 

教育の機会均等の確保のために、能力があるにもかかわらず経済的理由により修学が困難な大

学、短大等への進学者に対して、月額５万円の奨学資金を給与する。 

ウ 奨学金返還支援事業 ［教育総務課］ 

大学等（大学、大学院、短期大学、高等専門学校、専修学校）に在学中に、奨学資金の貸与を

受け、卒業後市内に定住して、市内の企業に正社員として勤務する者に対し、前年度に返還した

奨学金の２分の１以内（年間１８万円を限度）の額を支援する。 

  



 

１６ 

３ 子どもの人権の尊重と安全・安心を守る 

(１) 子どもの人権の尊重 【こども課】 

「人権教育・啓発推進法」（平成１２年法律第１４７号）を総合的かつ計画的に推進するため

「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、相談や保護による支援を継続して取り組む。 

ア 様々な課題を抱える子どもの支援・相談体制 

障がいや養育困難等、様々な課題を抱える家庭を支援し、子どもを救済・保護するため、家庭

児童相談室を設置し、関係機関と連携して支援・相談を行う。 

(２) 児童虐待防止・要保護児童対策の推進 【こども課】 

児童虐待防止に関する市民の意識の向上を図り、地域、各関係機関と連携して、虐待の早期発

見、迅速な対応ができるよう取り組む。また、多様化するケースに早期に、適切に対応するため、

関係機関と危機意識の共有と役割を認識する必要があることから、要保護児童対策地域協議会と、

児童虐待防止相談室を強化・充実する。 

ア 要保護児童対策地域協議会 

要保護児童対策地域協議会を設置して、関係機関が情報を共有し、同一認識のもとそれぞれの

役割を確認して要保護児童に対し効果的な支援を行う。 

イ 児童虐待防止相談室の設置・活用 

児童虐待防止相談室を設置して、支援を必要とする家庭への相談活動を充実するとともに、関

係機関と連携しながら、事案の早期発見・早期対応に努め、児童虐待の未然防止対策の一層の充

実を図る。 

  



 

１７ 

４ 安全・安心な教育環境をつくる 

(１) 教育環境の確保 【学校教育課・こども課】 

災害時における対応能力を高め、被害を最小限とするため、児童生徒への防災教育と教職員の減

災に対する意識を向上させるとともに、適切な安全管理等により緊急時における児童生徒の安全な

教育環境の確保に努める。 

児童生徒に安全・安心な食材を提供する体制の整備に努める。 

ア 教育環境の安全性の確保 ［学校教育課］ 

災害発生時における避難場所、経路や点呼方法、保護者への連絡・引渡し方法等、緊急時の対

応を確認し、児童生徒の安全管理を行う。 

また、市内全小・中・義務教育学校における危険等発生時における対処要領(マニュアル）を

整備・充実する。 

イ 防災教育の推進 ［学校教育課］ 

「防災の日」や東日本大震災が発生した３月１１日等を機会として、防災意識の高揚を図る。

また、「自分の生命は自分で守る」という意識を持たせ、正しい知識・主体的な判断に基づいて

適切に行動できる能力を高めるとともに、被害を最小限とする減災も視野に入れ、各学校の防災

教育を改善・充実する。 

ウ 子どもサポーターの推進 ［学校教育課］ 

日常生活や学校生活に不安を抱える児童生徒に対応するため、心の教室相談員やスクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカー等を配置し、継続的な心のケアや支援を行う。 

エ 給食の安全性の確保対策 ［学校教育課］［こども課］ 

保育所や幼稚園、学校の給食については、保護者等の不安を取り除き、乳幼児や園児、児童生

徒に安全・安心な食材を提供するため、引き続き、各学校施設等に配置した放射能測定検査機器

により、使用する食材の放射能測定検査を実施する。 

  



 

１８ 

５ 教育行政推進体制の充実 

(１) 教育委員会活動の充実 【教育総務課・学校教育課・こども課】 

教育委員会には、責任体制の明確化や体制の充実等、教育における地域主権の推進が求められて

いる。 

このため、教育委員会会議を充実するとともに、教育委員が学校訪問や各種会議等に積極的に参

加して、現場の実情把握に努め、それぞれの識見を発揮しながら、教育行政及び子育て支援対策を

推進する。 

ア 教育委員会の円滑な業務執行 

数多くの教育課題に取り組むため、市や各学校、関係機関と連携し、相互協力のもと地域の実

情に応じた教育振興を行う。 

特に、子育て支援、幼児教育・学校教育の推進に努めるため、組織を十分に機能させる。 

(２) 開かれた教育行政及び子育て支援の推進 【教育総務課・学校教育課・こども課】 

市民の教育及び子育てに対する信頼と期待に応え、適正な教育行政の執行及び子育て支援に取り

組むとともに、市民への情報公開と開かれた教育行政及び子育て支援を推進するため、教育委員会

活動を充実し、市民の意見を取り入れながら地域に開かれた魅力ある教育行政及び子育て支援を推

進する。 

ア 市民の意見等を取り入れた教育行政の推進 

各種基本構想等、重要施策については、各種審議会での議論のほか、パブリックコメント等に

より、広く市民の意見を取り入れながら教育行政及び子育て支援を推進する。 

イ 教育委員会情報の公開推進 

市民、保護者及び地域住民等に対する教育委員会の定期的な情報発信は、教育行政及び子育て

支援の説明責任を果たす上で重要であることから、市ホームページの内容を充実させる。 

ウ 教育行政の点検・評価の推進 

教育委員会の事務の管理及び執行について、計画的に執行されているか教育委員会自らが点

検・評価するとともに、外部の教育行政点検評価委員会から提言や意見を聴取し、その結果を報

告書にとりまとめ、議会や市民に公表する。 

また、点検・評価により改善すべき内容については、今後の教育行政及び子育て支援施策に反

映させ効率的な推進に努める。 


